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１．研究開始当初の背景	
 
	
 英国の都市及び農村計画、公園緑地政策で
はオープンスペース（以下、OS）という言葉
が伝統的に用いられてきたが、2001 年以降、
英国労働党政権下においてグリーンスペー
ス（以下、GS）という言葉を目にする機会が
多くなった。のみならず、この言葉を冠して
環境の保全･修復･管理にあたる非営利の組
織が全国で相次いで設立された。また近年、
グリーンインフラストラクチャー（以下、GI）
という概念とそれを用いた戦略計画が基礎
自治体等で立案されるようになった。しかし、
その理由や経緯については必ずしも自明で
はない。しかるに GS／GI という言葉が用い
られている制度や政策、具体の計画･事業を
みると、従来の OS 概念では捉えきれない、
経済･社会･環境政策を統合した分野横断的
な課題に向かおうとする意図が仮説される。
しかし、このような視点で GS に係る制度や
政策を評価する研究は行われていない。	
 
	
 日本では、同じく疲弊する地域の再生が急
務とされる中で、公園緑地関連政策がこうし
た横断的な課題に直接接近できず、公園や緑
地という限定された土地空間や政策課題に
自閉しがちな状況が続いている。	
 
	
 
２．研究の目的	
 
	
 英国の各種計画方針や法制度に基づく計
画･事業での GS／GI 概念とそれを用いた地域
再生の枠組み・具体の手法を現地調査及びヒ
アリングにより詳細に把握することで、日本
の公園緑地政策に示唆する点について考察
する。具体的には以下の３点を明らかにした。	
 
(1)GS／GI の概念	
 
	
 計画方針文書(PPG/PPS)や GS 都市及び農村
計画法における概念の解釈に加えて、具体の
計画･事業における GS 概念について整理し、
言葉の背景や意義、OS 概念との相違点等につ
いて明らかにする。	
 
(2)GS／GI による持続可能な地域再生の枠組
み	
 
	
 持続可能な地域の再生に係る計画･事業に
おいて、社会・経済・環境の持続可能性がど
のように考慮されているか、その枠組みと手
法について明らかにする。	
 
(3)日本の公園緑地政策に示唆する点	
 
	
 (1)(2)をふまえ、社会・経済・環境の持続
可能性に配慮した日本の公園緑地政策及び
緑地概念のあり方について考察する。	
 
	
 
３．研究の方法	
 
	
 上記の研究目的(1)については、文献及び
ウェブサイトの閲覧を基本とし、政策立案、
計画立案に関わった国や地方公共団体の行
政官への聞き取り調査で補完した。研究目的
(2)についても関係者への聞き取りを行った
ほか、現地踏査により事業化の状況等につい
て確認した。研究目的(3)については、日本
の公園緑地政策、緑地基本計画の現状に照ら
して考察を行った。	
 

	
 
４．研究成果	
 
(1)GS／GI の概念について	
 
	
 グリーンスペース（以下、GS）なる用語は、
労働党政権下の計画方針ガイダンスに散見
され、従来のオープンスペース（以下、OS）
のうち自然的環境や植生、生物多様性等によ
って特徴づけられる土地概念として用いら
れてきた。OS が主にレクリエーショナルな利
用効用に立脚した計画概念であるのに対し
て、GS は、経済・社会・環境をリンクする、
いわゆる空間計画の文脈において頻出し、持
続可能な地域の再生に資する土地管理概念
としての性格が強い。一方、GS の存在効用、
とりわけ土地自然のもつ生態学的なプロセ
スや環境保全機能に着目し、非公開の民有地
や建造環境も含んだ計画・管理概念として GI
が重視されるようになっている。	
 
	
 
(2)GS／GI による持続可能な地域再生の枠組
みについて	
 
①ディベロップメントプラン等	
 
	
 日本の都市計画マスタープランや都市計
画を統合したような取り組みとして、英国に
はディベロップメントプラン（Development	
 
Plan）とよばれる行政計画がある。ただし日
本の都市計画と異なり、文化財保護、農政、
エネルギー、資源開発・保護、廃棄物処理、
観光等の各施策を含んだ包括的な計画とな
っているのが特徴的である。こうした計画項
目と肩を並べて緑地政策に期待されている
ことは、多くの点で日本と変わらないが、決
定的に異なる点もある。それは、都市計画や
緑地計画が地域社会・地域経済の持続可能性
に貢献するという明確な視点である。	
 
	
 OS／GS は、このディベロップメントプラン
における法的な位置づけに加えて、国の旧計
画方針ガイダンス／文書（Planning	
 Policy	
 
Guidance/Planning	
 Policy	
 Statement）に基
づき、基礎自治体ごとに立案される OS 戦略
／GS 戦略によって、管内の OS／GS の戦略的
な保全・創出方針が示されてきた。	
 
②GS／GI 関連事業の展開手法	
 
	
 また、戦略に位置づけられていないローカ
ルな OS／GS の保全・創出、基礎自治体を越
えた広域での OS／GS の保全・創出を通じて、
地域の経済・社会の持続可能性に資する様々
な事業が、行政とボランタリーセクターのパ
ートナーシップにより重層的に進められて
いる。	
 
	
 例えば、エディンバラ	
 ロジアン	
 グリーン
スペース	
 トラスト（以下、ELGT）は、2006
年に設立され、エディンバラ市及びロジアン
地域で緑地環境の再生・管理を行っている登
録チャリティおよび有限責任保証会社であ
る。登録チャリティ（Registered	
 Charity）
とは、NPO を指し、一定の公益性が認められ、
税制の優遇が受けられる。有限責任保証会社
（Company	
 Limited	
 by	
 Guarantee）とは、保
証金を拠出して設立された、株式を発行しな



い（発行する場合もある）非営利の会社であ
る。つまり、有限責任保証会社という位置づ
けが加わることによって、法人格を持った
NPOとなる。英国NPOの多くはこれに該当し、
積極的に収益事業を展開している点に特徴
が認められる。こうした非営利セクターの活
動は、行政とのパートナーシップにより、地
域間格差や社会的排除の問題に取り組んだ
ブレア労働党政権のもとで活発化した。	
 
	
 ELGT のミッションステイトメントでも、貧
困地区での人々の健康と福祉に積極的な影
響を与える質の高いグリーンスペースとい
う認識が示されており、関連する様々なプロ
ジェクトが展開されている。例えば、エディ
ンバラ市ドライロウ	
 テルフォード地区の、
社会住宅（低所得者向けの公的賃貸住宅）に
隣接する約 1.3ha のオープンスペースの修復
を行ったプロジェクトでは、市やコミュニテ
ィカウンシルとのパートナーシップにより、
地元住民の参画を得てゴミの不法投棄、アク
セスの不便、低い認知度、サインの欠如や少
ない出入口、反社会的行為、防犯等々の課題
に取り組んだ。プロジェクトの総額は 107、
000 ポンド（当時のレートで約 1、700 万円）
で、園路やベンチ、案内板や出入口、植栽等
の整備が行われた。疲弊した地域の公園・緑
地の改修を、行政その他の非営利セクターか
らの資金提供や地域コミュニティの参画を
得て行った事例は数多く、ELGT の主要事業の
一つとなっている。	
 
	
 ELGT の活動は、ハードウェアーに関するも
のだけではない。個人的な貧困とコミュニテ
ィにおける高度の複合的貧困に取り組むた
めに、スコットランド政府が基礎自治体と関
係団体を支援するファンド（FSF）があるが、
ELGT は、エディンバラ市と NHS（国民健康サ
ービス）を通じてこのファンドを獲得した。
そして、運動能力の低い個人やグループを対
象に、ウォーキングや環境保全活動を緑地に
て独占的に行うプログラムを南エディンバ
ラで実施した。	
 
	
 スコットランド森林委員会のファンドを
得て実施されたプログラムもユニークであ
る。このプログラムは、市内貧困地区の少数
派民族に、オープンスペースや森林利用の機
会を提供し、社会交流や健康・福祉の増進、
環境に関する知識・スキルの開発等をねらっ
た。女性や子供、片親、高齢者、精神的障害
者を含む少数民族グループとのパートナー
シップにより実現した。	
 
	
 ELGT は、先行するグラウンドワークトラス
トや BTCV 等と同様、通常の緑地修復や遺産
の保全等も扱うが、貧困地域における人々の
健康と福祉の改善という視点を重視してい
るところに特色がある。また、中央〜東部ス
コットランドにおけるグリーンネットワー
クの形成といった広域的な取り組みも支援
しており、こうした諸々の活動を、16 名の役
員会（自治体職員、地権者、農家、技術者等）
と 8名の常勤職員でこなしている。常勤職員

にランドスケープや都市計画の技術者はお
らず、ファンドレイジングやビジネスの専門
家集団となっている点もユニークである。	
 
	
 スコットランドでは、ELGT のような、都市
部の緑地環境を扱う非営利セクターがここ
数十年で急増し、さらにこうした草の根の活
動を束ね、情報交換を促す上位の団体
（Greenspace	
 Scotland など）もあり、加盟
団体数は年々増え続けている。	
 
	
 
③GI について	
 
	
 加えて近年、民有地や建造環境に、OS／GS
の存在効用・公益的機能を誘導する手段とし
て、従来の OS／GS 戦略に代わって、GI 戦略
が多くの基礎自治体で立案され始めている。
現行の GI 戦略は GI の概念および計画方法論
によって、概ね土地利用型とネットワーク型
に分類できた。本研究では、土地利用型の代
表例としてリバプールの GI 戦略を、ネット
ワーク型の代表例として東ロンドンのグリ
ーングリッド計画の事例検証を行った。	
 
③-1．リバプールの GI 戦略	
 
③-1-1．GI 戦略の位置づけ	
 
	
 リバプールの GI 戦略は、将来のリバプー
ルの持続可能な発展を支援し、住み、働き、
投資し、生活を楽しむのに最適な場所の一つ
とすることを目標としている。これは、基礎
自治体が定める都市計画で、土地利用の方針
を示し開発行為の許可基準ともなる地域開
発戦略（LDF）のエビデンスの一つとして検
討、立案されたもので、ここでの GI は多種
多様な社会・経済・環境の利益を提供する生
活支援システム、自然環境構成要素および緑
と水のネットワークと定義されている。LDF
は 2010 年の政権交代により廃止され、現在、
新ローカルプランへの置換作業が進められ
ているが、旧 LDF の内容は新ローカルプラン
の枠組をなすものとされている。したがって、
GI 戦略および旧 LDF における GI 政策の基本
的な考え方や方法論は、今後の新計画制度の
下でも継承されるものと判断しこれら行政
資料に着目した。	
 
	
 同戦略は、同市計画局がリバプールプライ
マリケアトラスト（Primary	
 Care	
 Trust）と
共同で申請、獲得した国の自治体一括補助金
（Area	
 Based	
 Grant）により計画・事業化さ
れている。計画策定を含む一連の業務は、マ
ージーフォレスト（Mersey	
 Forest）に委託
され、2011 年 5 月、MS・市・PCT 三者の堅密
な協働のもと、実施に移されている。	
 
③-1-2．GI のタイプと機能	
 
	
 GI のタイプと機能の関係を表 1に示す。こ
れらタイプの面積を合計すると実に全市面
積の 62％を占め、最多のタイプは私有の個人
庭園である。国レベルの GI 政策を所管する
ナチュラルイングランド（Natural	
 England）
の担当官によれば、個人庭園を含む点が、従
来の GS／OS の概念や戦略と異なる。個人庭
園の他にも、面積割合としては少ないが農耕
地、果樹園等も含まれているほか、放棄地も



対象となっている。放棄地は復活した植生に
着目したもので、これらより、施設緑地のみ
ならず、民有地を含む土地利用の誘導を意図
した戦略であることが指摘できる。	
 
	
 GI 戦略では GI の多機能性が重視される。
GI に期待される機能として目を引くのは、生
産機能（食料や木材、バイオ燃料等）や交通
機能（水運）のほか、雨水や水流の貯留・調
整機能である。前者は従来の OS／GS 戦略で
は埒外に置かれており、後者は後述するよう
に GI に特徴的な機能である。	
 
	
 複数の GI 機能が満たされることで、より
高次の利益が達成される。気象変動への適応
や洪水軽減、健康福祉等が GI に特徴的な利
益といえるだろう。経済成長と投資、労働生
産、生産物等々、経済的な利益も意図されて
いる。	
 
	
 このように、GI 戦略では、GI の量だけで
なく、質の扱いにも関心が向けられている。
同一タイプの GI でも、設計や管理の状態し
だいで、機能発現の程度や達成される利益も
変わってくることが前提とされている。	
 
③-1-3．GI の計画とアクション	
 
	
 GI の機能発現と利益誘導は、「優先事項」
に沿って進められる（表参照）。優先事項毎
に様々な課題が特定され、GI 機能の改善によ
る介入が必要とされる区域と具体的な介入
の内容が明示される（「アクション」と呼ば
れる）。アクションの内容は場所毎に異なり、
介入の程度によって、GI 整備の水準自体を引
き上げるタイプ、現行 GI 機能を増大させる
管理を行うタイプ、現行 GI 機能を保護する
タイプのいずれかとなる。また、アクション

は介入の方法によって、土地の形質の変更
（上述した GI 機能の改善等による介入はす
べてこれに該当）、支援（財源確保やパート
ナーシップ構築）、指導（デザインや生物多
様性、ランドスケープに係る指導）の 3つに
分類される。	
 
	
 GI 機能の改善等を伴う介入の必要度（目標
値）は、個別のアクション・区域毎に数量化
され、マップ化される。重要なことは、GI 機
能の改善等の介入の機会を不動産開発にお
ける敷地計画やデザイン、あるいは長期的な
維持管理に委ねていることである。そこでは、
GI 機能の改善等を確実なものとするために、
地表タイプの面積に応じた GI スコアと呼ば
れる尺度を用い、開発後の GI スコアが開発
前のそれを上回るような敷地計画・デザイン
が期待されている。	
 
	
 以上がリバプール GI戦略の概要であるが、
よくある緑地ネットワークの提案はみられ
ない。GI 機能の改善という視点から土地利用
全体の底上げにより、社会・経済的な利益の
誘導を意図している点に本戦略の特徴が見
出される。	
 
③-1-4．都市計画における位置づけ	
 
	
 GI 戦略はそれ単独では何ら制度的拘束力
を持たないが、都市計画である LDF にその考
え方や要点が盛り込まれることで存在意義
を発揮している。表 2は LDF に明示されてい
る、GI の保護と増進に関わる戦略的政策とそ
の特徴をまとめたものである。GI 戦略の考え
方は LDF にも受け継がれていることが表 2を
みるとわかる。	
 
	
 また、保護の対象も具体的に明示されてい

表 1	
 リバプール GI 戦略にみる GI のタイプ・機能・利益	
 

	
 



るが（1-a〜g）、ここでは土地のマネジメン
トによって GI 機能を維持することが想定さ
れていよう。また、開発行為の許可基準も規
定されている（2-a〜b）。保護は必ずしも排
他的なものではなく、開発による利益が損失
を上回ることと、損失した GI 機能の代替措
置が講じられることを条件に開発行為を認
めている。そこでは土地のデザインが重要に
なってくるだろう。	
 
	
 GI とその機能の増進では、その具体的な方
法（3-a〜c）とそれを制度的に保証するため
の方法（4）が明示されている。増進を具体
化するための基本的な考え方は、現行の土地
利用を前提とし既存の敷地内で対応すると
いうことである。例えば、新規に公共緑地を
確保したり土地利用を変更したりせず、デザ
インやマネジメントの工夫によって、屋上緑
化や透水性舗装、持続的都市排水システムの
導入など、	
 都市のインフラとしての機能の
確保ならびに増進をはかるという方法が中

心になっている。その中で示唆的なのは、国
際的に重要な指定サイト（生物多様性の観点）
ではレクリエーションの利用圧を最小化す
るという方針が示されていることだ。GI 機能
の改善においては利用機能もさることなが
ら存在機能が重視される傾向がある。	
 
③-1-5．介入の方法と利益	
 
	
 GI による介入の具体的方法については LDF
では明記されていないが、GI 戦略では詳述さ
れている。例えば、上述した、土地形質の変
更を伴う介入については、I.	
 敷地での緑被
増加、II.	
 屋上緑化の導入、III.	
 壁面緑化
の導入、IV.	
 植物関連の一般的介入、V.	
 水
関連の介入、VI.	
 線的特性および結合性が指
示されている。I は場所の質を上げることは
もちろんだが、環境的・経済的な利益をもた
らす樹種の選定や植栽、既存樹の維持等が重
視されている。II は雨水の貯留や生物多様性
等の環境的利益だけでなく人々の利用も想
定されているほか、III も含め、労働生産性
への貢献が重視されている。IV は利用者に配
慮した微気象の制御を意図した介入が目立
つ。総じて緑関係の介入は、経済・社会・環
境の利益にまんべんなく対応しているとい
える。V は主に洪水対策や気象変動への対応
（環境的利益）を意図したもので、洪水湛水
機能とレクリエーション利用機能の両立、雨
水や中水を利用して GI の灌漑を敷地内で完
結させるなどの介入が特徴的である。VI は
GI の連続性や GI 間の結合性を意図した介入
で、人々の移動やアクセス、生物多様性に係
る利益が想定されている。	
 
	
 緑関係の介入も含め、以上の介入はいずれ
も土地利用や建物用途を問わず、あるいはそ
れを変更することなく選択・導入できること
が重要である。これは GI 政策が、土地利用
や建物用途の変更ではなく、土地建物のデザ
イン／マネジメントの次元の問題であるこ
とを意味する。また、そうであるがゆえに GI
の計画は、限られた緑地や公共施設のみなら
ず、宅地や農地を含むあらゆる土地建物を対
象化することができる。従来の緑地計画が文
字どおり緑地や緑化を対象化するのに止ま
っていたのに対して、GI はあらゆる土地を対
象とし、その敷地内部の対応（デザイン／マ
ネジメント）によって都市のインフラ機能を
確保する計画枠組を提示したといえる。	
 
③-2．東ロンドンのグリーングリッド計画	
 
	
 東ロンドンのグリーングリッド計画（2008）
は大ロンドンのディベロップメントプラン
であるロンドン計画（2011）に位置づけられ
た、市内における「グリーンインフラストラ
クチャーの戦略ネットワーク」の先駆的取り
組みである。ロンドン計画の報告書を見ると、
冒頭から市内の貧困状況や雇用の動態・成長
率を示すマップやグラフが登場する。都市計
画の主たる課題が経済の再生にあることが
明白である。また、グリーンインフラストラ
クチャーの戦略ネットワークの項でも、レク
リエーションや生物多様性といったテーマ

表 2	
 戦略的政策 26：GIの保護と増進 

 



だけでなく、地域経済や健康福祉への貢献が
明確に謳われている。この計画では、良好な
緑地ネットワークが社会的・経済的な利益を
下支えする環境的利益の提供に貢献する、と
している。ここで、社会的な利益として心身
の健康福祉、反社会的行為の減少等があげら
れている。また、経済的な利益として不動産
価値の向上、雇用や投資の促進、医療費の削
減等があげられている。	
 
	
 加えて、この計画には東ロンドンという地
域に対する人々の印象や認識自体を刷新す
ることが期待されていると考えられる。東ロ
ンドンは市内でも貧困の度合いが最も高い
地域の一つである一方、近年の都市政策によ
り雇用の成長率が上向いている地域となっ
ている。グリーングリッド計画にはこうした
状況をさらに加速させる意図が込められて
いよう。また、2012 年のロンドン五輪がこの
地域に誘致され、五輪競技場や記念公園を含
む一連の公園・緑地群がグリーングリッド計
画の一翼をなすものとして計画・事業化され
たことは、この地域の経済再生をねらった極
めて戦略的な配慮といえる。こうした地域に
緑地のネットワークをはりめぐらし、公園や
緑地はもとより交通その他の公共施設への
アクセス性を高めることで、市内における物
的環境面での地域間格差を是正し、社会経済
的な競争力を高めることが緑地計画にも期
待されていると考えられる。	
 
	
 さらに同計画は、様々な利用機能・存在機
能とともに洪水対策にも配慮したGI計画であ
る。テムズ川左岸より合流する支流に沿って
大面積の緑地が計画されており、その多くは
氾濫原に位置する。これらの緑地には、施設
化された公園のほか、貯水池や湿地等も多く
含まれ、普段はレクリエーショナルな利用に
供されているが、湿地等は生物生息地として
粗放な管理に任されており、洪水時には遊水
池としても機能するよう保護されている。	
 
	
 
(3)日本の公園緑地政策に示唆する点	
 
	
 公園緑地政策における政策統合は、人口減
少局面に入った地域の固有価値や競争力、レ
ジリエンスを高める観点より期待される。日
本では、投資効果、資産価値形成、観光、土
地からの生産物、健康と福祉、社会的包摂、
洪水・津波対策、気象変動の緩和等の機能を
めぐって、経済・社会・環境政策を統合でき
る可能性がある。その際、GI 戦略が有効な計
画枠組みを提供してくれると考えられる。	
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